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○ 現行制度の下で実行可能な業務の例
＜例＞ 診断書作成補助業務 ・・・ 医行為ではなく、医師事務作業補助者等にタスク・シフトが可能
＜例＞ 看護師の創部ドレーンの抜去 ・・・ 心嚢ドレーン、胸腔ドレーン、腹腔ドレーンの抜去は看護師の特定行為として実施可能

○ 現行制度では実施できない業務であるが、“3要件”を満たすと考えられるもの
＜例＞ 臨床検査技師の輸液路確保

・採血を伴う翼状針（留置針）の穿刺は実施可能であるが、 輸液を目的とした輸液路確保は現行実施不可
＜例＞ 診療放射線技師の病院又は診療所以外の場所における検査

・診療放射線技師法第26条第２項において、診療放射線技師は、原則、病院又は診療所以外の場所でその業務を行ってはならないこととされており、
その例外も、エックス線検診車等において胸部エックス線検査を行う場合などに限定されている。病院又は診療所の中では診療放射線技師の超音波
診断装置の操作は認められている。

具体的な検討の視点

○ 現行制度の下で実施可能な業務
○ 現行制度では明確に示されていない業務
※ 上記については、定量的分析とあわせて検討する必要があるが、以下の理由から第３回以降に検討
・ 項目が多岐に渡ることから、定量的分析に時間を要すること
・ タスクシフト/シェアの普及・推進のための具体的方策についても（制度的対応を行うものも含め）、あわせて検討する必要が
あること

○ 現行制度では実施できない業務とされているものの考え方
→下記の３要件を満たす項目について、タスク・シフト/シェアを推進するために、省令や
政令、法律を改正することについて検討してはどうか。

要件① 原則として各資格法の資格の定義とそれに付随する行為の範囲内であること。
要件② その職種が担っていた従来の業務の技術的基盤の上にある隣接業務であること。
要件③ 教育カリキュラムや卒後研修などによって安全性を担保できること。

整理した項目の進め方について

→内容を整理した上で、通知等で明確化し、タスク・
シフト/シェアを推進することとしてはどうか。



＜参考＞各資格法における業務範囲に関する規定

◆ 看護師：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者若しくはじょく婦に対する療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とする者

をいう。（法第5条）
○ 保健師、助産師、看護師又は准看護師は、主治の医師又は歯科医師の指示があった場合を除くほか、診療機械を使用し、

医薬品を授与し、医薬品について指示をしその他医師又は歯科医師が行うのでなければ衛生上危害を生ずるおそれの
ある行為をしてはならない。ただし、臨時応急の手当をし、又は助産師がへその緒を切り、浣かん腸を施しその他助産
師の業務に当然に付随する行為をする場合は、この限りでない。（法第37条）

◆ 診療放射線技師：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、医師又は歯科医師の指示の下に、放射線を人体に対して照射（撮影を含み、照射機器

又は放射性同位元素（その化合物及び放射性同位元素又はその化合物の含有物を含む。）を人体内に挿入して行なう
ものを除く。以下同じ。）することを業とする者をいう。 （法第2条第2項）

○ 診療放射線技師は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として、
次に掲げる行為を行うことを業とすることができる。 （法第24条の2）
磁気共鳴画像診断装置その他の画像による診断を行うための装置であって政令で定めるもの【＝磁気共鳴画像診断装
置・超音波診断装置・眼底写真撮影 装置（散瞳薬を投与した者の眼底を撮影するためのものを除く）・核医学診断
装置】を用いた検査(医師又は歯科医師の指示の下に行うものに限る。)を行うこと。
規定する検査に関連する行為として厚生労働省令で定めるもの【＝静脈路に造影剤注入装置を接続する行為（静脈鹵
確保のためのものを除く）、造影剤を投与するために当該造影剤注入装置を操作する行為並びに当該造影剤の投与が
終了した後に抜針及び止血を行う行為・下部消化管検査のために肛門カテーテルから造影剤及び空気を注入する行
為・画像誘導放射線治療のために肛門にカテーテルを挿入する行為及び当該カテーテルから空気を吸引する行為】
(医師又は歯科医師の具体的な指示を受けて行うものに限る。)を行うこと。

○ 診療放射線技師は、医師又は歯科医師の具体的な指示を受けなければ、放射線を人体に対して照射してはならない。
（法第26条第１項）

○ 診療放射線技師は、病院又は診療所以外の場所においてその業務を行ってはならない。【次に掲げる場合を除く】
【除く場所】
・医師又は歯科医師が診察した患者について、その医師又は歯科医師の指示を受け、出張して百万電子ボルト未満の
エネルギーを有するエックス線を照射する場合

・多数の者の健康診断を一時に行う場合において、胸部エックス線検査(コンピュータ断層撮影装置を用いた検査を
除く)その他の厚生労働省令で定める検査のため百万電子ボルト未満のエネルギーを有するエックス線を照射する
とき。

・多数の者の健康診断を一時に行う場合において、医師又は歯科医師の立会いの下に百万電子ボルト未満のエネルギー
を有するエックス線を照射するとき(前号に掲げる場合を除く) 2



＜参考＞各資格法における業務範囲に関する規定

◆ 臨床検査技師
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、臨床検査技師の名称を用いて、医師又は歯科医師の指示の下に、人体から排出され、

又は採取された検体の検査として厚生労働省令で定めるもの（以下「検体検査」という。）及び厚生労働省令で定める
生理学的検査を行うことを業とする者をいう。（法第2条）
【検体検査＝微生物学的検査・免疫学的検査・血液学的検査・病理学的検査・生化学的検査・尿・糞便等一般検査・

遺伝子関連・染色体検査】
【生理学的検査＝心電図検査(体表誘導によるものに限る)・心音図検査・脳波検査(頭皮誘導によるものに限る)・

筋電図検査(針電極による場合の穿刺を除く)・基礎代謝検査・呼吸機能検査(マウスピース及び
ノーズクリップ以外の装着器具によるものを除く)・脈波検査・熱画像検査・眼振電図検査(冷水
若しくは温水、電気又は圧迫による刺激を加えて行うものを除く)・重心動揺計検査・超音波検査・
磁気共鳴画像検査・眼底写真検査(散瞳薬を投与して行うものを除く)・毛細血管抵抗検査・経皮的
血液ガス分圧検査・聴力検査(気導により行われる定性的な検査であって次に掲げる周波数及び聴力
レベルによるものを除いたものに限る)・基準嗅覚検査及び静脈性嗅覚検査(静脈に注射する行為を
除く)・電気味覚検査及びろ紙ディスク法による味覚定量検査】

○ 臨床検査技師は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として、
血液及び検体採取(医師又は歯科医師の具体的な指示を受けて行うものに限る)並びに第二条の厚生労働省令で定める
生理学的検査を行うことを業とすることができる。（法第20条の2）
【検体採取】鼻腔拭い液、鼻腔吸引液、咽頭拭い液その他これらに類するものを採取する行為・表皮並びに体表及び
口腔の粘膜を採取する行為(生検のためにこれらを採取する行為を除く)・皮膚並びに体表及び口腔の粘膜の病変部位
の膿を採取する行為・鱗屑、痂皮その他の体表の付着物を採取する行為・綿棒を用いて肛門から糞便を採取する行為
【生理学的検査】（上記、生理学的検査）
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＜参考＞各資格法における業務範囲に関する規定

◆ 理学療法士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、理学療法士の名称を用いて、医師の指示の下に、理学療法を行なうことを業とする者を

いう。（法第2条第3項）
※理学療法＝身体に障害のある者に対し、主としてその基本的動作能力の回復を図るため、治療体操その他の運動を

行わせ、及び電気刺激、マッサージ、温熱そのたの物理学的手段を加えること。
○ 理学療法士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として理学

療法を行なうことを業とすることができる。（法第15条）

◆ 作業療法士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、作業療法士の名称を用いて、医師の指示の下に、作業療法を行なうことを業とする者を

いう。 （法第2条第4項）
※作業療法＝身体又は精神に障害のある者に対し、主としてその応用的動作能力又は社会適応能力の回復を図るため、

手芸、工作その他の作業を行なわせること。
○ 作業療法士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として作業

療法を行なうことを業とすることができる。（法第15条）

◆ 視能訓練士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、視能訓練士の名称を用いて、医師の指示の下に、両眼視機能に障害のある者に対する

その両眼視機能の回復のための矯正訓練及びこれに必要な検査を行なうことを業とする者をいう。（法第2条）
○ 視能訓練士の名称を用いて、医師の指示の下に、眼科に係る検査(人体に影響を及ぼす程度が高い検査として厚生労働

省令で定めるもの【＝涙道通水通色素検査（色素を点眼するものを除く）】を除く。次項において「眼科検査」と
いう。)を行うことを業とすることができる。（法第17条第1項）

○ 視能訓練士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として、両眼
視機能の回復のための矯正訓練及びこれに必要な検査並びに眼科検査を行うことを業とすることができる。 （法第17
条第2項）

○ 視能訓練士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める矯正訓練又は検査を行なってはならない。
（法第18条）

【厚生労働省令で定める矯正訓練又は検査】
・矯正訓練（抑制除去訓練法・異常対応矯正法・眩惑刺激法・残像法）
・検査（散瞳薬の使用・眼底写真撮影・網膜電図検査・眼球電図検査・眼振電図検査・視覚誘発脳波検査）
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＜参考＞各資格法における定義並びに業務範囲に関する規定

◆ 言語聴覚士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名称を用いて、音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある者について

その機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援助を行うことを
業とする者をいう。（法第2条）

○ 言語聴覚士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として、医師
又は歯科医師の指示の嚥下訓練、人工内耳の調整その他厚生労働省令で定める行為を行うことを業とすることができる。
（法第42条）

【その他厚生労働省令で定める行為】
・機器を用いる聴力検査（気導により行われる定性的な検査で次に掲げる周波数及び聴力レベルによるものを除く）
－ 周波数1000ヘルツ及び聴力レベル30デジベルのもの － 周波数4000ヘルツ及び聴力レベル25デジベルのもの
－ 周波数4000ヘルツ及び聴力レベル30デジベルのもの － 周波数4000ヘルツ及び聴力レベル40デジベルのもの

・聴性脳幹反応検査
・眼振電図検査（冷水若しくは温水、電気又は圧迫による刺激を加えて行うものを除く）
・重心動揺計検査
・音声機能に係る検査及び訓練（他運動若しくは抵抗運動を伴うもの又は薬剤若しくは器具を使用するものに限る）
・言語機能に係る検査及び訓練（他運動若しくは抵抗運動をともなうもの又は薬剤若しくは器具を使用するものに限る）
・耳型の採型
・補聴器装用訓練

◆ 臨床工学技士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、臨床工学技士の名称を用いて、医師の指示の下に、生命維持管理装置の操作(生命維持

管理装置の先端部の身体への接続又は身体からの除去であって政令で定めるものを含む｡以下同じ｡)及び保守点検を
行うことを業とする者をいう。（法第2条第2項）

【政令で定める生命維持管理装置の先端部の身体への接続又は身体からの除去】
・人工呼吸器のマウスピース、鼻カニューレその他の先端部の身体への接続又は身体からの除去（気管への接続又は気管
からの除去にあっては、あらかじめ接続用に形成された気管の部分への接続又は当該部分からの除去に限る）

・血液浄化装置の穿刺針その他の先端部のシャントへの接続又はシャントからの除去
・生命維持管理装置の導出電極の皮膚への接続又は皮膚からの除去

○ 臨床工学技士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として
生命維持管理装置の操作を行うことを業とすることができる。（法第37条）

○ 臨床工学技士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める生命維持管理装置の操作【身体への
血液、気体又は薬剤の注入・身体からの血液又は気体の抜き取り(採血を含む。)・身体への電気的刺激の負荷】を
行ってはならない。（法第38条） 5



＜参考＞各資格法における定義並びに業務範囲に関する規定

◆ 救急救命士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の名称を用いて、医師の指示の下に、救急救命処置を行うことを業とする者

をいう。（法第2条第2項）
○ 救急救命士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として救急

救命処置を行うことを業とすることができる。（法第43条第1項）
○ 救急救命士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める救急救命処置を行ってはならない。

（法第44条第1項）
【厚生労働省令で定める救命救急処置】
・重度傷病者(その症状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危険な状態にある傷病者)のうち、心肺機能
停止状態の患者に対するものにあっては第一号(静脈路確保のためのものに限る。)から第三号までに掲げるもの
とし、心肺機能停止状態でない患者に対するものにあっては第一号及び第三号に掲げるものとする。
一 厚生労働大臣の指定する薬剤を用いた輸液
二 厚生労働大臣の指定する器具による気道確保
三 厚生労働大臣の指定する薬剤の投与

○ 救急救命士は、救急用自動車その他の重度傷病者を搬送するためのものであって厚生労働省令で定めるもの(救急用
自動車等)以外の場所においてその業務を行ってはならない。ただし、病院又は診療所への搬送のため重度傷病者を
救急用自動車等に乗せるまでの間において救急救命処置を行うことが必要と認められる場合は、この限りでない。
（法第44条第2項）
【救急用自動車等】
・重度傷病者の搬送のために使用する救急用自動車、船舶及び航空機であって、法第二条第一項の医師の指示【重度
傷病者に対して行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、重度傷病者の症状の著しい悪化を防止し、
又はその生命の危険を回避するために緊急に必要なもの】を受けるために必要な通信設備その他の救急救命処置を
適正に行うために必要な構造設備を有するものとする。

◆ 義肢装具士：
○ 厚生労働大臣の免許を受けて、義肢装具士の名称を用いて、医師の指示の下に、義肢及び装具の装着部位の採型並びに

義肢及び装具の製作及び身体への適合（以下「義肢装具の製作適合等」という。）を行うことを業とする者をいう。
（法第2条第3項）

○ 義肢装具士は、保健師助産師看護師法第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず、診療の補助として義肢
及び装具の装着部位の採型並びに義肢及び装具の身体への適合を行うことを業とすることができる。（法第37条）

○ 義肢装具士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める義肢及び装具の装着部位の採型並びに
義肢及び装具の身体への適合【手術直後の患部の採型及び当該患部への適合・ギプスで固定されている患部の採型及び
当該患部への適合】を行ってはならない。（法第38条） 6


